
事業主の皆様へ 

高年齢者雇用の促進に理解と協力を 
 

 急速に進む高齢化の下で、本県経済の活力を維持していくためには、高年齢者の技術や能力を

有効に活用し、後世に引き継いでいくことが重要な課題になっています。 

  事業主の皆様には、定年の引き上げ、継続雇用制度の導入等、高年齢者の雇用確保措置を講ず

ることが、高年齢者等の雇用の安定等に関する法律により義務づけられていますので、積極的な

取り組みをお願いいたします。 

 多くの高年齢者が、活躍の場を求めています。高年齢者の雇用を是非ご検討下さい。 

 

  

  

１ ６０歳以上定年の義務（法第８条） 

   事業主は、その雇用する労働者の定年の定めをする場合には、当該定年が６０歳以上とす

る必要があります。 

 ２ ６５歳までの継続雇用の義務（法第９条）、７０歳までの継続雇用（努力義務）（法１０条の２） 

６５歳未満の定年を定めている事業主は、高年齢者の６５歳までの安定した雇用を確保す

るため、①定年の引き上げ、②継続雇用制度の導入、③定年の定めの廃止のいずれかの措置

（高年齢者雇用確保措置）を実施し、原則として希望者全員を対象とする必要があります。 

また、令和３年４月１日改正により①又は②の場合、７０歳までの雇用の確保が努力義務

となりました。 

 ３ 高年齢者の再就職の援助に関する努力義務（法第１５条～１７条） 

   事業主は、解雇（懲戒解雇を除く）により離職する高年齢者等が希望するときは、再就職

の援助に関し必要な措置を講ずるよう努めなければなりません。 

また、これらの離職者が同一事業所において１ヶ月以内に５人以上となる場合、あらかじ

め管轄のハローワークに届け出なければなりません。 

   さらに、解雇等により離職する高年齢者等が希望するときは、事業主は求職活動支援書を

作成・交付しなければなりません。 

   ※ 雇用保険法の一部改正（平成２９年１月１日施行） 

    平成２９年１月１日以降、６５歳以上の労働者についても、「高年齢被保険者」として

雇用保険の対象となります。 
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